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命
く
ら
し
守
る
政
治
へ

転換

原発推進から脱原発へ

庶民増税から富裕層増税へ

「TPP」NO!農・食料守れ

野田政権発足から３か月。この間の政権運営は
｢アメリカの使い走り｣とやゆされるほど。｢TPP参加｣
でも｢普天間基地移転｣でも日本国民の命やくら
しより、アメリカの利益を優先しています。



増  税

福島の子どもを守れ 東電は責任果たせ 住民のくらし・営業を基本にした復興を

中
小
企
業
支
援
・
地
域
経
済

活
性
化
で
雇
用
の
創
出
を

「
震
災
復
興
」口
実
に
庶
民
増
税

大
企
業
・
富
裕
層
は
優
遇
税
制

医
療
・
介
護
は
自
己
責
任
で

年
金
支
給
開
始
年
齢
は
延
長

　

08
年
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョッ
ク
、３･

11
の

東
日
本
大
震
災
で
、県
内
の
中
小
企
業

は
き
び
し
い
経
営
が
強
い
ら
れ
て
い
ま

す
。倒
産
件
数
も
高
い
水
準
で
す
。国

や
県
、名
古
屋
市
な
ど
行
政
に
よ
る
中

小
企
業
支
援
策
が
必
要
で
す
。

　

と
こ
ろ
が
政
治･

行
政
が
お
こ
な
っ

て
い
る
の
は
法
人
税
減
税
を
は
じ
め

と
す
る
、大
企
業
優
遇
で
す
。

　

愛
知
県
内
の
中
小
企
業（
製
造
業
）

は
、ト
ヨ
タ
に
依
存
し
て
き
ま
し
た
が
、

ト
ヨ
タ
が
海
外
生
産
に
軸
足
を
移
せ
ば
、

倒
産
は
さ
ら
に
増
加
し
ま
す
。

　
い
ま
政
治･

行
政
に
求
め
ら
れ
る
の

は｢

自
動
車
依
存｣

の一
辺
倒
か
ら
、中

小
業
者
が
技
術
を
活
用
で
き
る｢

自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー｣

へ
の
参
入
な
ど
、仕
事
を

お
こ
し
、雇
用
拡
大
を
す
す
め
、地
域

経
済
を
活
性
化
さ
せ
る
こ
と
で
す
。

　

野
田
内
閣
は｢

震
災
復
興｣

を
口
実

に
増
税
を
打
ち
出
し
ま
し
た
が
、そ
の

内
容
は
庶
民
増
税
そ
の
も
の
で
す
。

　

大
企
業
向
け
の
法
人
税
は
５
％
引
き

下
げ
、復
興
の
た
め
に
３
％
引
き
上
げ

て
も
２
％
の
減
税
で
す
。

　

政
府
は
復
興
財
源
を
確
保
す
る
た
め
、

広
く
負
担
す
べ
き
と
し
て
い
ま
す
が
、

大
企
業
は
こ
の
間
、２
４
０
兆
円
も
の

内
部
留
保
を
た
め
こ
み
、さ
ら
に
証
券

取
引
税
な
ど
富
裕
層
に
対
す
る
減
税
は

そ
の
ま
ま
続
け
て
い
る
の
で
す
。

　

政
府
の
震
災
復
興
は
、被
災
者
の
生

活
再
建
で
は
な
く
、｢

創
造
的
復
興｣

な

ど
と
称
し
て
イ
ン
フ
ラ･

大
型
事
業
を

推
進
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。宮
城
県

の｢

水
産
特
区｣
は
、漁
業
を
崩
壊
さ
せ

ま
す
。被
災
者
の
生
活･
生
業
を
中
心

に
復
興
を
お
こ
な
う
べ
き
で
す
。

　

政
府
は｢

社
会
保
障
と
税
の一
体
改

革｣

で
、医
療･

介
護
の
大
改
悪
を
す
す

め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

　

医
療
は
窓
口
負
担
増
や
70
〜
74
歳
の

負
担
増
、介
護
保
険
で
は「
要
支
援
Ⅰ
」

を
介
護
の
対
象
か
ら
は
ず
す
な
ど
の
改

悪
を
打
ち
出
し
て
い
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
の
保
険
料
は
高
く
な

る一方
、払
え
な
い
人
が
増
え
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
厚
労
省
が
打
ち
出
し
た｢

年

金
制
度｣

の
改
悪
は
ま
っ
た
く
ひ
ど
い

も
の
で
す
。

　

年
金
支
給
開
始
年
齢
を
現
行
の
65

歳
か
ら
さ
ら
に
68
〜
70
歳
に
延
長
す
る

と
い
う
も
の
で
す
。

　

社
会
保
障
の
財
源
は｢

消
費
税｣

で

ま
か
な
う
と
し
、制
度
は
改
悪
。こ
れ
で

は
安
心
し
て
暮
ら
せ
ま
せ
ん
。

中小企業の減少民主党政権が描く消費税増税計画

3年程度で2.5％削減。
その後マクロ経済スライドで毎年0.9％削減。
現行の 60 歳→65 歳への引き上げを前倒し。
その後68歳～70歳に引き上げ。

外来受診のたびに定額負担を上乗せ。
70～74 歳の負担を医療費の 1 割→2 割に倍
増。長期入院患者の診療報酬引き下げ。

「重点化」の名で給付を削減。
サービスの薄い「高齢者住宅」に重点を移す。

医療費自己負担、ボランティア・職業訓練義
務付け、保護水準引き下げなど。

年
金

医
療

生
活

保
護

介
護

保
育

国や自治体の保育実施義務をなくす。
市場化・営利化を進める。
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　福島原発事故の収束は､いまだメドが立たず放射
線物質を広範囲にわたってだしています。子どもたち
が心配です。被災者･風評被害をはじめ、除染も含め、
東京電力は全面的に賠償すべきです。

　東日本大震災の復興にむけて政府は｢特区｣や大企
業優先の｢創造的復興を｣としていますが、被災者や
生業の復興は二の次です。被災者自身の生活･農林水
産業の復興こそ優先すべきです。

くらし社会保障

社会保障改革の内容



この世に命より
大切なものはありません

①日本の農業･林業･水産業を破壊する｢TPP参加｣反対
②食料の自給率を高め、安全･安心な食料は日本の大地から
③日本の国民皆保険を、米国の｢民間保険会社｣に売り渡すな
④東京電力は、被災者への補償をただちにおこなえ
⑤地震国･日本での原発は危険。エネルギー政策の転換を

JA 全中の宣伝
(しんぶん赤旗 10/25)

　

政
府
は
T
P
P(

環

太
平
洋
経
済
連
携
協

定)

へ
の
参
加
を
決
め

よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

農
産
物
の
関
税
撤
廃

だ
け
で
な
く
食
品
の

安
全
基
準
な
ど
も
取

り
払
い
、
B
S
E
や

残
留
農
薬
な
ど
食
料

の
安
全
が
脅
か
さ
れ

ま
す
。

　

他
の
分
野
で
も
規

制
が
廃
止
さ
れ
、
医

療
で
は
国
民
皆
保
険

の
崩
壊
、
公
共
事
業

で
も
外
国
の
企
業
が

参
入
し
、
国
内
の
業

者
を
脅
か
し
ま
す
。

　
浜
岡（
静
岡
）・
も
ん
じ
ゅ（
福
井
）は
廃
炉
に

「
原
発
ゼ
ロ
」自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
を

　

福
島
第
一
原
発
の

事
故
は
い
ま
だ
収
束

の
見
通
し
は
た
た
ず
、

被
害
を
出
し
続
け
て

い
ま
す
。

　

政
府
は
原
発
の
再

稼
働
を
打
ち
出
し
ま

し
た
が
、静
岡
「
浜
岡

原
発
」
は
震
源
地
の
上

に
、ま
た
福
井
県
敦
賀

市
の
高
速
増
殖
炉｢

も

ん
じ
ゅ｣

は
、プ
ル
ト
ニ

ウ
ム
を
扱
う
原
子
炉

で
再
三
事
故
を
起
こ

し
て
い
ま
す
。

　

た
だ
ち
に
廃
炉
に
し
、

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
転

換
す
べ
き
で
す
。

原 発 TPP
「
T
P
P
参
加
」は
農
業
破
壊
だ
け
で
な
く

　
医
療
や
労
働
分
野
等
で
も
規
制
緩
和
さ
れ
る

静岡 ･浜岡原発



減
税
の
一
方
で 

福
祉
切
り
捨
て
は
困
り
ま
す

　10月21日〜23日におこ
なわれた名古屋市の｢事業
仕分け｣。敬老パスは｢見
直し｣になりました。
　敬老パスはお年寄り本
人のためだけでなく、街
の活性化や市民の｢移動権
保障｣に役立っています。
継続させるべきです。

　

共
働
き
し
な
く
て

は
く
ら
せ
な
い
家
庭

が
沢
山
あ
り
ま
す
。

　

安
心
・
安
全
な

認
可
保
育
所
の
増
設

を
！
こ
れ
以
上
保
育

料
が
上
が
っ
た
ら
預

け
て
働
け
ま
せ
ん
！

名古屋市は保育園に
入れない子どもが日本一

河村市長
市民アンケートで

「減税実感なし」
くっきり

敬老パスも「見直し」

　昨年実施した市民アン
ケートの結果で、市への要
望は｢介護・子育て｣や｢国
保料値下げ｣です。実感の
ない｢減税｣ではなく、市民
は福祉の充実を求めている
のです。

● 

市
民
ア
ン
ケ
ー
ト 

●

「事業仕分け」はサービスの切捨てだ！

介護・子育ての充実 国保料引下げを

0 10 20 30 40 50 60

介護など高齢者
施策の充実

障がい者施策
の充実

子育て支援の
充実

市民病院等の
充実

国保料の
引き下げ

55.5

47.1

31.8

33.2

19.7

市の施策で市民が期待するのは

大企業誘致や
大型公共事業の
推進は２％未満
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